
船舶検査合理化制度の概要

船舶安全法第6条の3に基づき、国土交通大臣の認定
を受けた事業場で整備された物件について、船舶検
査時に当該物件の検査を省略する制度
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○整備認定事業場及びサービスステーションに対して、管海官庁による立入検査を
毎年1回実施

船舶の定期的検査において、特定の物件に対する検査を省略する合理化制度として整備認定事業場制度
とサービスステーション制度の２種類が存在

船舶検査の方法（H9.6.18付海検第40号）に基づき、
所在地を管轄する管海官庁の証明を受けたサービス
ステーションで整備された物件について、船舶検査
時に当該物件の検査を省略する制度
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